
市民に喜ばれる市政運営と
教育の振興

市議会2月定例会において、田中 甲市長が施政方針、
田中 庸

よ う

惠
け い

前教育長が教育行政運営方針をそれぞれ述べました。
2～5面では、新年度の主な施策や予算を紹介します。

☎712-8591企画課、☎383-9224教育総務課

　新年度を迎えるにあたって、市長が向こう1年間の市政運営の基本方針や重要な施策を示すもので、
例年市議会2月定例会の冒頭、予算案などの審議に先立って演説を行います。教育委員会については、
教育長が同様に教育行政運営方針を示します。

　新年度の当初予算は、「市制施行90周年記念事業」、「脱炭素社会・カーボンニュートラルの推進」、「高齢者等への支援」など、
幅広い分野にわたり予算を配分したほか、公共施設の老朽化対応の財源確保のため基金への積立てを行うなど、将来を見据え
強固で安定した財政基盤の維持に努めることで、諸課題の解決に向け持続可能な行財政運営を確立するための予算としました。

　 ☎712-8595財政課

　昭和9年11月3日市川市が誕生し、令和6年度、市
川市は市制施行90周年を迎えます。時代の課題に
応える市川市政をスタートし、これからも市民の皆
さんに喜んでもらえる仕事（仕事＝人の役に立つこ
とを行うこと）を実行します。

　今、本市が抱えている課題の一つである格差問題
に真正面から向き合い、誰一人取り残すことのない
持続可能な社会を目指します。市川市に住みたい、
住み続けたいと思っていただけるように、新年度の重
点施策を3つのまちの姿に沿って進めてまいります。

　また90周年は、過去への感謝を深め、未来に一歩
を踏み出す大きなターニングポイントです。多くの
イベントを通じて、市民、産業界、教育機関、行政な
ど市民の皆さんと一緒に90周年を盛り上げてまい
ります。そして、多様な主体が一体となり、本市の
持つポテンシャルを最大限発揮できる市政運営を
行うとともに、100周年に向けた更なる発展を目指
します。

　令和6年度は、第3期計画の成果と課題を踏まえ
て、新たに策定した第4期市川市教育振興基本計画
の方針や目標のもと、施策や取り組みを進めてまい
ります。

　本計画では本市が求める教育の方向性を明確に
し、誰もが共有できるよう、「市川の教育の目指す
姿」を2つ掲げています。
　この目指す姿に向かって、「人をつなぐ 未来へつ
なぐ 市川の教育」を基本理念として、３つの基本方
針のもと、教育の振興を図ってまいります。

　教育を取り巻く環境やニーズに沿った、発想の転
換や変⾰ができる柔軟性を持つとともに、家庭・学
校・地域が連携し、協働を深め、学びと社会参画の
好循環を生み出すことにより市川の教育行政を引
き続き、着実に進めてまいります。

▲施政方針全文 ▲教育行政運営方針全文

▲詳細はこちら

▲田中 甲市長

▲田中 庸惠前教育長
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住みたい、住み続けたいと思えるまち 市川市

●互いに認め合い、自分の思いを実現できる子ども
●誰もが幸せを感じ、ともに学び支え合う、
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施政方針、教育行政運営方針 当初予算
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重 点 施 策 ❸  

基 本 方 針 ❸  

一般会計

特別会計

公営企業会計

全会計

衛生費

1,768億円

797億9,500万円

229億1,900万円

2,795億1,400万円

（対前年度比6.0％増）

（対前年度比1.0％増）

（対前年度比1.7％増）

（対前年度比4.2％増）

●国民健康保険特別会計
●介護保険特別会計
●後期高齢者医療特別会計 

●下水道事業会計

393億9,900万円
333億1,500万円

70億8,100万円

229億1,900万円

一 般 会 計
特 別 会 計
公営企業会計

： 福祉や道路、教育など市の基本的な事業を行うために設けられた会計
： 国民健康保険税などの特定の収入をもって特定の事業の費用に充てるために設けられた会計
： 地方公共団体が経営する公益的な事業を行うために設けられた会計

歳 
入

歳 

出

358,697円
市民 1 人当たり予算額

一般会計予算1,768億円を市の人口492,895人
(令和5年12月末時点)で割って算出

民生費
894億2,700万円
50.6%

諸収入
65億8,749万円
3.7%

国庫支出金
358億3,826万円
20.3%

市債
65億9,060万円
3.7%

その他
81億7,756万円
4.6%

使用料及び手数料
42億3,124万円
2.4%

地方消費税交付金
108億8,000万円
6.2%

県支出金
140億5,285万円
7.9%

その他
55億5,300万円
3.2%

公債費
81億5,800万円
4.6%

消防費
57億4,400万円
3.2%

土木費
104億2,700万円
5.9%

衛生費
178億4,400万円
10.1%

教育費
153億4,900万円
8.7%

総務費
242億9,800万円
13.7%

医療、保健
ごみ処理など

借入金の返済

高齢者・障がい者・
子ども福祉など

教育の充実、公民館・
図書館の運営など

消防・救急活動など

文化・スポーツの振興、
防災対策、
情報化の推進など

道路・河川・
公園の整備など

地域経済・観光の振興、
議会の運営など

36,202円

16,551円

181,432円

31,141円

11,654円

49,296円

21,155円

11,266円

総務費

公債費

民生費

教育費

消防費 その他

土木費

市税
904億4,200万円
51.2%

歳 入
1,768億円

歳 出
1,768億円

一般会計における歳入・歳出予算の内訳

●これまでの「広報いちかわ」が市公式Webサイト・検索 （https://www.city.ichikawa.lg.jp/pla04/1111000009.html）でご覧になれます。日時 内容 講師 対象・人数 費用・料金 持ち物 申し込み・応募 問い合わせ 行徳支所第1庁舎 第2庁舎場所・会場 子どもにおすすめ ☎市川市の市外局番は047
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